第１の要求について、府労連との、これまでの良き労使関係については、今後とも維持していきたい。我々としては、この基本的立場に立って、給与・勤務条件に関わる諸問題については、誠意をもって、府労連と十分協議を行っていきたい。

第２から第４の要求について、人事委員会勧告は、労働基本権制約の代償措置であることから、基本的には尊重すべきものと考えている。平成26年度の人事委員会の勧告の取扱いについては、府財政の状況等を精査しているところでありますが、その取扱いに苦慮しており、現段階では結論を得るには至っていない。
また、この間の特例減額については、職員のみなさんにご負担をおかけしており、大変心苦しく思っている。条例上、終了期限が今年度末となっているが、その後の取扱いについては先程申し上げたとおり明確な回答をお示しできる段階ではありません。

なお、55歳超え職員の新たな昇給抑制は、人事委員会意見において本府独自の制度を踏まえ、国に準じた措置が必要であるとの考えが示されてきており、その取扱いについて苦慮しているところです。
第５の要求について、給与制度の総合的見直しについては、人事委員会勧告の取扱いを検討する中で結論を得たいと考えている。
第８の要求について、非常勤職員の待遇改善については、種々ご意見をいただいているが、そのうち非常勤職員の交通費の取扱いについて、平成27年4月1日より勤務実績に応じた支給方法に改正したい。
第14の要求について、教員特殊業務手当については、引き続き検討中であり、現段階では結論を得るには至っておりません。
第16の要求について、配偶者同行休業制度については、平成27年4月1日より導入したい。

その他の要求の諸事項については、先般、企画厚生課長から答えたとおりです。

